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原発である。それが今、2012 年 3 月 1 日の連邦行政裁判所の判決によって、このまま推移すると









　はじめににおいて問題状況の概要と問題意識を提示した。そして 1連邦行政裁判所 2012 年 3 月
1 日判決においては、1－ 1で事案の概要を、1－ 2で論点と判決の概要を、1－ 3で判決に対する
検討を、1－4これまでの不服申し立て手続き・行政訴訟を、1－5で判決後の諸動向を取り扱った。
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 14 号　（2012 年 9 月 30 日）
ミューレベルク原発の無期限運転免許を取
り消した連邦行政裁判所 2012 年 3 月 1 日
判決と「ミューレベルク原発を電力網から
はずそう」国民発案
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きた原発である。それが今、2012 年 3 月 1 日⑴の連邦行政裁判所の判決⑵によって、このまま推
















⑴　実際に判決が報道、送達されたのは 3月 7日であるが、判示は 3月 1日付けになっている。
⑵　Urteil des Bundesverwaltungsgericht A-667/2010 vom 1. März 2012 （BVGE vom 1. März 2012）.
⑶　ミューレベルク原発は 1971 年 7 月 1 日運転開始（商業運転は 1972 年 11 月 6 日開始。2021 年 7 月 1 日
までに停廃止予定）のジェネラル・エレクトリック社製の沸騰水型原発である。事業者は BKW FMB 
Energie AG。ほかにスイスでは、カントン・アールガウのDöttingen にあるベツナウ原発 1号機（Beznau 
1、加圧水型、1969 年 7 月 17 日運転開始、1969 年 9 月 1 日商業運転開始、2019 年 9 月 1 日までに停廃止
予定、ウェスティングハウス社製、事業者Axpo AG）、ベツナウ原発 2号機（Beznau 2、加圧水型、
1971 年 10 月 23 日運転開始、1971 年 12 月 1 日商業運転開始、2021 年 12 月 1 日までに停廃止予定、ウェ
スティングハウス社製、事業者Axpo AG）、 カントン・ゾロトゥルンのDäniken にあるゲスゲン原発
（Gösgen、加圧水型、1979年11月1日商業運転開始、2029年2月までに停廃止予定、ドイツ発電連合社（後
にAreva に営業譲渡）製、事業者Kernkraftwerk Gösgen AG）、カントン・アールガウの Leibstadt にあ
るライプシュタット原発（Leibstadt、沸騰水型、1984 年 5 月 24 日商業運転開始、2034 年 5 月 24 日まで
に停廃止予定、ジェネラルエレクトリック社製、事業者Kernkraftwerk Leibstadt AG）の計 5基の商業
用原発があり、実際に稼働している。これまで商業用原発が廃炉になったことはまだない。
















ミューレベルク原発の運転免許失効にかんする連邦行政裁判所の 2012 年 3 月 1 日判決とカント
ン・ベルンで成立したミューレベルク原発の停止を株主総会で決議させる国民発案を紹介、検討
することで憲法上の問題として切り出そうとするものである。





















反しているというのである。期限なしの運転免許を求める行政訴訟の結果、結局 2009 年 12 月
17 日に期限なしの運転免許が交付されることになった。
　これに対して、本件の 108 名の原告は、運転免許の期間の取消の取消、無期限の免許への転換

















聴聞を受ける権利（Art. 35 VwVG,  Art. 29 BV）にかかわるものである。
　2010 年 6月 10日の連邦行政裁判所による中間決定で、文書閲覧許可（文書開示）命令が出され、
UVEKによる 86 の追加文書の提出、ENSI による 59 の追加文書の提出があった。
　これに対し、BKWによる企業秘密に関する抗弁がなされ、一部文書閲覧が制限されるが、再




　実際に 2011 年 1 月 31 日から 2月 2日までの間に連邦行政裁判所において被告とENSI の職員
ミューレベルク原発の無期限運転免許を取り消した連邦行政裁判所 2012 年 3 月 1 日判決と
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の同席の上での文書閲覧が行われたが、十分な時間ではなかったため、2011 年 3 月 21 日の原告
は文書閲覧期間の延長のための訴訟手続中断の申請している。
　これに対し 2011 年 3 月 24 日の中間決定で、4月 8日まで文書閲覧と追加文書の閲覧申請を認
められている。被告が再び特にTÜVNORDの鑑定書についての安全確保に関する業務上の秘密
を主張したため、2011 年 3 月 31 日に原告が 3月 21 日の手続中断申請の補強申請をしている。
　これらに対し、2011 年 4 月 6 日の連邦行政裁判所の中間決定で、当面の運転停止命令の交付
申請などが棄却された。
　2011年 5月 31日の連邦行政裁判所の中間決定では 2011年 5月 21日の訴訟中断の申請の棄却、
2011 年 5 月 2 日の手続の延期申請の棄却、2010 年 12 月 8 日の罰金刑の警告の取消、2011 年 3
月 21 日の文書閲覧の申請の棄却がきまり、2011 年 6 月 27 日までに原告に抗弁の提出を命じた






　2011 年 7 月 22 日および 8月 12 日の審理での被告の再々抗弁では、原告の抗弁での主張は却
けられるべきで、そもそもミューレベルク原発の包括的な安全性審査はこの訴訟の対象ではない
としていた。
　2011 年 8 月 16 日の原告の申し立てで証拠調べと準備書面の交換の手続が終わったので最終口
頭弁論と判決の手続に入るべきだとした。2011 年 9 月 2 日の被告とUVEKの申し立てでも原告























　2009 年 12 月 17 日の追加的文書閲覧の申立ては 2010 年 12 月 8 日の中間決定で審査され部分
的に認容されているが 2011 年 3 月 21 日の申し立てでさらなる文書閲覧の申し立てと 2010 年 12
月 8 日の中間決定の再審査を原告は求めている。2011 年 3 月 31 日の中間決定でこの申し立ては
棄却されたが、2010 年 12 月 8 日の罰金刑の警告は取り消されている。











　1979 年 7 月 1 日の 1978 年 10 月 6 日原子力法に対する連邦決議（BB AtG 原子力法連邦決議）は




　2005 年 2 月 1 日をもって原子力法は核エネルギー法に替わられている
　核エネルギー法によれば原子量発電所の設置にはまず立地等の適否などを含む大綱免許がい




る（核エネルギー法 48 条）。ただし核エネルギー法 106 条 1 項の経過規定によれば、現在運転して
いる原子力発電所については大綱免許がなくても運転を継続できることになっている。
　大綱免許が交付された後は建設免許（核エネルギー法 15 条以下）と運転免許（核エネルギー法 19











に冷却機能を確保できない場合には核エネルギー令 44 条 1 項によって原子力発電所は暫定的に
運転を停止し、補強しなければならない。
　原子力発電所は定期安全審査（PSÜ）を受けなければならない（核エネルギー法 22 条 2 項 e、核エ
ネルギー令 34 条 1 項）。その際に確率論的安全性解析（Probabilistische Sicherheitsanalyse）が要求さ
れる。




を事業者に設定する（核エネルギー法 27 条 1 項）。UVEKは廃止処分をする（核エネルギー法 28 条）。



























































的影響と地震によってヴォーレン湖のダムが決壊した場合の影響は甚大でたとえ 10000 年に 1度
の確率でしか発生しない洪水がないと決壊しないとしてもそのリスクを無視することはできない。

















　以上の安全上の懸念を考慮すると核エネルギー法 21 条 2 項によってミューレベルク原発の運
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 14 号　2012
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⑹　以上BVGE vom 1. März 2012, Erwägung 1-6, und Entsched.






































































　Initiative „Mühleberg vom Netz“「ミューレベルク原発を電力網からはずそう」国民発案は、
ベルンのカントン憲法 35 条に追加条項を設ける形で改正することを、国民投票に付することを
求める国民発案⑿である。2012 年 2 月 10 日に 15548 人の署名が提出され、有効に投票に付され
ることになった。文言は次の通りである。
ベルン憲法 35 条　水とエネルギーの供給⒀
4 項（新設）　カントンはBKW FMB Energie AG〔ベルン発電エネルギー株式会社〕の過半
の株主として、ミューレベルク原発の即時停止を実現しなければならない。











haengige_initiativen/initiative_muehlebergvomnetz.html, besucht am 7. Juli 2012.







　　実際に 1992 年 2 月 16 日投票の諮問的国民投票でカントン・ベルンの有権者はミューレベルク原発の無
期限の運転免許の交付に反対の意思を表明したが、当時のカントン政府は即時停止と廃止を同一視し、経
営に関する事項なので定款変更が必要な事案だと解釈していた。そうした事情を配慮して、国民発案の文




















　2011 年 9 月 27 日に国民発案「ミューレベルク原発を電力網からはずそう」の国民発案委員会
が署名を集め始める。カントン・ベルンでは現在、国民発案を成立させるためには、半年間で
15000 筆の有効な署名を集める必要がある。
　2011 年 12 月 8 日の段階で 14000 筆近くの署名を集める。中旬には 15000 筆を越える。
　署名の審査を経て2012年 2月 10日に正式にカントン・ベルンの政府官房に署名が提出される。
───────────────────
⒂　この国民発案の国民発案委員会 Initiativekomittee の委員で主たる署名収集者 7人のうち代表者的な存
在であるFranziska Herren とWalter Kummer は、他の 5人の署名収集者と同様に政党に所属している
わけでもなければ、何らかの政策課題について政治的活動をしてきた経験もない。Herren は看護師であ
り（署名収集時には忙しくなり休職中であるが）、Kummer は板金加工業の会社を経営していた。社会党
や労働党、2011 年の 5 月に新設された統合政策党、環境団体グリンピースの協力も得たが（なぜか緑の
党はあまり反応しなかったという）、主要な署名は自ら集め、資金も自ら出しているのである。Der Bund 
vom 8. Dezember 2011.
⒃　スイスでは原子力発電所からおおよそ半径 5キロ以内の地域を第 1地域 Zone 1、おおよそ半径 30 キロ
を第 2地域 Zone 2 としている。福島第 1原子力発電所事故で明らかになったように、第 2地域でも避難
地域としては狭すぎるものである。
⒄　„Privatpersonen lancieren kantonale Initiative „Mühleberg vom Netz“ “BZ Berner Zeitung vom 27. 
September 2011.








　1979 年 2 月 18 日投票の国民発案「核施設の建設と運転に際しての国民の権利〔直接民主主義
的権利のこと〕の安全性の保持について」（否決）、1984 年 9 月 29 日投票の国民発案「原子力発
電所のない未来のために」（否決）、1990 年 9 月 23 日投票の 2件の国民発案「原子力発電所の建
設を止めよ」（承認）と「原子力からの離脱」（否決）、2003 年 5 月 18 日投票の 2件の国民発案「原
子力なしの電力－エネルギー転換と段階的な原子力発電所の停廃止のために」（否決）と「〔原発〕
モラトリアム・プラス－原発建設停止の延長と核のリスクの低減のために」（否決）である⒆。
　カントン・ベルンではミューレベルク原発に直接関係する投票が 1992 年以来 3件ある。
　1992 年 2 月 16 日投票の諮問的国民投票（大綱免許について免許を交付するべきではないとの判断、
承認）、2000 年 9 月 24 日投票のVerein Bern ohne Atomによってはじめられたカントン国民発
案（ミューレベルク原発停止の発案、否決）、2011 年 2 月 13 日投票の国民投票（ミューレベルク原発の
更新の大綱免許について連邦への意見表明に大綱免許を交付するべきとの判断、承認）がある。
　関連してカントンに対する意見聴取手続の一環でカントン・ヴォーでは義務的国民投票が
2009 年 11 月 29 日に行われ、ヴォーの国民の意思としてはミューレベルク原発に対する無期限
の運転免許を交付することに明確に反対している。
　1990 年の連邦レベルのいわゆる原発モラトリアム国民発案と 1992 年のカントン・ベルンでの
諮問的国民投票、2009 年のカントン・ヴォーでの義務的国民投票以外では、原発に反対する意
───────────────────
⒅　カントン・ベルンの政治的権利法の全面改正があり、44 条 4 項の規定（「政府は議会の行動からは外れ










⒆　Wolf Linder/Christian Bolliger/Yvan Rielle （Hrsg.）, Handbuch der eidgenössischen Volksabstimmun-





























⒇　Der Bund vom 8. Dezember 2011.
21 そのかわり国民投票や国民発案の対象は広範ではあるが、慎重に設定されていて、いくつかの例外を除
けば、直接的な人権侵害を生じさせるような、あるいは差別的な投票はほとんど行われていない。
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　また、脱原発に伴うエネルギー転換、省エネ、エネルギーの効率的利用とも関連して、近隣諸
国、特にドイツ、フランス、オーストリア、イタリアとの関係がより緊密に、そしてより友好的
になっていく契機になることも期待されている。
　加えて日本の「脱原発依存」政策の推進や日本の原発関連訴訟にも参考になることが多いので
はないかと考えられる。実際のところ、制度的には政治過程も行政過程も司法過程も大きく異な
る日本とスイスであるが、それぞれの過程の不透明さという点では非常に多くの共通点をもって
いる。とくに原子力政策についてはそれが際立っている。最近、反動的とすらいえる原子力政策
の逆行が目立つ日本であるが、（過酷事故がまだおこっていないだけで）同様の問題を抱えて、この
問題について同様の政治状況にあるスイスでの変化は、脱原発依存政策の推進や原発関連訴訟に
多くの示唆を与えるであろう。
